
東京都北区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業補助金交付要綱 
 

２１北地産第３２６４号 
平成２２年３月３１日区長決裁 

 
 （目的） 
第１条 この要綱は、商店街が目指す姿や方向性を商店街全体で共有し、商店街のにぎ

わいの創出に取り組む商店街等に対し、予算の範囲内で経費を補助することにより、商

店街等のにぎわいの再生を図ることを目的とする。 
 
 （定義） 
第２条 この要綱において、「商店街」とは、次に掲げる要件に該当するものをいう。 

（１）区内の一定区域（以下｢当該区域｣という。）で、中小小売商業又はサービス業に属

する事業者の相当数が近接してその事業を営み、かつ、組織的な活動を行っている

こと。 

（２）社会通念上消費者により、まとまった買い物の場として認識されていること。 

（３）当該区域内に人又は車両が常時通行できる道路等を包含していること。 

（４）当該区域で活動を行うための会則又は規約、役員名簿並びに２４箇月分の決算書

及び関係帳簿を有していること。 

２ この要綱において、「商店街等」とは、次に掲げるものをいう。 

（１）商店街 

（２）商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）による商店街振興組合 

（３）中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）による事業協同組合 

（４）北区商店街連合会及び北区商店街振興組合連合会  

３ この要綱において、「補助事業」とは、商店街等が行う商店街のにぎわい再生のため

の事業をいう。 

 

 （補助金の交付対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、別表第１に定める補助事業を行うために必

要な経費（以下「補助対象経費」という。）とする。 
２ 前項に規定する補助事業は、当該年度の４月１日から翌年の３月３１日までの期間

に実施完了した事業とする。 
３ 補助対象経費のうち、別表第２に定める商店街等のにぎわい再生を図るための計画

に基づく事業実施に要する経費の補助については、同表の定める商店街等のにぎわい

再生を図るための調査に要する経費の補助を受けた年度の翌年度から起算して４年度

目までに実施するものとし、最大３回（同一年度に１回に限る。）まで実施することが

できるものとする。 
 
 （補助率及び補助限度額） 
第４条 補助率及び補助限度額は、別表第２のとおりとする。 
 
 （補助金の交付申請） 



第５条 補助金の交付を受けようとする商店街等は、原則として、区長が定めた期日ま

でに東京都北区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業補助金交付申請書（別記第

１号様式）を区長に提出するものとする。 
 
 （補助金の交付決定） 
第６条 区長は前条の申請があった場合は、その内容を審査し、補助の目的に適合すると

認めたときは、速やかに補助金の交付を決定するとともに、東京都北区商店街にぎわい

再生プロジェクト推進事業補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により、補助の目

的に適合しないと認めたときは、速やかに補助金の不交付を決定するとともに、東京都

北区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業補助金不交付決定通知書（別記第３号様

式）により、商店街等に対し、その結果を通知するものとする。 

 
 （交付の条件） 
第７条 区長は交付を決定する場合には、補助金の交付の目的を達成するために、別表

３に掲げる条件を付すものとする。 
 
 （申請の取下げ） 
第８条 商店街は第６条に規定する交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があ

り、補助金の交付申請の全部又は一部を取り下げようとするときは、交付決定の通知

を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出するものとする。 
２ 商店街等は、前項に規定する場合のほか、交付申請後に申請を取り下げようとする

ときは、その旨を記載した書面を区長に提出するものとする。 
 
 （交付決定の取消し） 
第９条 区長は、補助金の交付決定を受けた商店街等が、次の各号の位置に該当した場

合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取消すことができる。 
（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
（２）補助事業が実施できないと認められるとき。 
（３）補助金を他の用途に使用したとき。 
（４）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は補助金の交付決定

に基づく命令に違反したとき。 
２ 前項の規定は、第１３条の規定により、補助事業について交付すべき補助金の額の

確定があった後においても適用があるものとする。 
 
 （事故報告） 
第１０条 商店街等は、補助事業が当該年度内に完了することができないと見込まれる

とき、又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかにその理由及び状況を書面

により区長に報告し、その指示を受けるものとする。 
 
 （補助事業の内容変更等） 
第１１条 商店街等は、事業の名称、実施期間等の内容を変更しようとする場合、又は

中止しようとする場合には、あらかじめ東京都北区商店街にぎわい再生プロジェクト



推進事業補助金事業の変更申請書（別記第４号様式）を区長に提出するものとする。

ただし、軽微な事項についてはこの限りではない。 
 
 （実績報告） 
第１２条 商店街等は、補助事業が完了したときには速やかに、東京都北区商店街にぎ

わい再生プロジェクト推進事業補助金実績報告書（別記第５号様式）を区長に提出す

るものとする。 
 
 （補助金の額の確定） 
第１３条 区長は前項の規定により実績報告を受けた場合は、関係書類の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定

内容及び条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは交付

すべき額の補助金を確定し、東京都北区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業補

助金交付確定通知書（別記第６号様式）により商店街等に通知するものとする。 
 
 （補助金の請求） 
第１４条 商店街等は、前条に規定する確定通知書を受け取ったときは、速やかに東京

都北区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業補助金請求書（別記第７号様式）を

区長に提出するものとする。 
 
 （補助金の前金払い請求） 
第１５条 商店街等は、補助事業を円滑に執行するために必要がある場合は、補助金の

前金払いを請求することができる。 
２ 前項に規定する補助金の前金払いを請求しようとする商店街等は、東京都北区商店

街にぎわい再生プロジェクト推進事業補助金前金払請求書（別記第８号様式）により、

区長に請求するものとする。 
３ 区長は、前項に規定する請求について、その内容を審査し、必要かつ適切であると

認めるときは、商店街等に対し、当該請求金額を支払うものとする。 
 
 （補助金の支払い） 
第１６条 区長は、第１４条の規定により補助金の請求を受けたときは、速やかに補助

金を商店街等に支払うものとする。 
 
  （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 
第１７条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額が確定した場合には、速やかに東京都北

区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業補助金に係る消費税及び地方消費税額の

確定に伴う報告書（別記第９号様式）により、区長に報告しなければならない。 
２ 区長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税の仕入控除税額

相当額の全部又は一部の返還を命じるものとする。 
 
 （補助金の返還） 



第１８条 区長は第９条の規定により補助金の交付の決定を取消した場合において、補

助事業の当該取消しに係る部分に関し、商店街等に補助金が交付されているときは、

期限を定めてその返還を命じるものとする。 
２ 区長は、第１５条の規定により商店街等に交付すべき補助金の額が確定した場合に

おいて、その額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて当該補助金の

額の返還を命じるものとする。 
 
 （補助金の経理等） 
第１９条 商店街等は補助事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書類

を整理し、かつ、これらの事業が完了した日に属する会計年度の終了後、５年間保存

するものとする。 
 
 （検査等） 
第２０条 商店街等は、区長が補助事業の運営及び経理等の状況について検査を求めた

場合、又は補助事業について報告を求めた場合は、これに応じるものとする。 
 
（違約金及び延滞金の納付） 

第２１条 第９条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部の取消しを行い、第１

８条の規定により補助金の返還を命じたときは、区長は、商店街等が補助金を受領し

た日から返還の日までの日数に応じ、補助金の額（一部を返還した場合のその後の期

間においては既返還額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算

した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を商店街等に納付させなければならな

い。 
２ 補助金の返還を命じた場合において、商店街等が定められた納期日までに補助金を

納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日数に応じ、その未納付額につき年

１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付

させなければならない。 
３ 前２項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても３６５日

当たりの割合とする。 
 

（違約加算金の基礎となる額の計算） 
第２２条 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前条第１項の規定の

適用については、返還を命じた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したも

のとし、当該返還を命じた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜ

られた額に達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとす

る。 
２ 前条第１項の規定により、違約加算金の納付を命じた場合において、商店街等の納

付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返

還を命じた補助金の額に充てるものとする。 
 
（延滞金の基礎となる額の計算） 

第２３条 第２１条第２項の規定により、延滞金の納付を命じた場合において、返還を



命じた補助金の未納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以降の期間に

係る延滞金の基礎となる未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 
 
 （委任） 
第２４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、地域振興部長が別に定める。 
 
   付  則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 
  付  則（平成２４年３月３０日区長決裁２３北地産第３０３９号） 
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

付  則（平成２７年４月１日区長決裁２７北地産第１００９号） 
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

付  則（令和２年２月１３日区長決裁３１北地産第３０６３号） 
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 
  



別表第１（第３条関係） 
１ 補助対象経費 

区分 
商店街等のにぎわい再生を図るための調査に要する経費 
商店街等のにぎわい再生を図るための計画に基づく事業実施に要する経費 
＊百万円以上の経費については、複数業者からの見積書を徴し、適正な価格の業者を 
選定すること。 
 
 
 
２ 補助対象外経費 

区分 
土地の取得、賃貸、造成及び補償に係る経費 
使用実績がないもの 
補助事業に直接必要がない経費 
 
 
 
別表第２（第３条、第４条関係） 
１ 補助率及び補助限度額 

区分 補助率 補助限度額 
商店街等のにぎわい再生を図るための

調査に要する経費 １０／１０ １，０００千円 

 
 
商店街等のにぎわい再生を図るための

計画に基づく事業実施に要する経費 ３／４ 

（１回目）２，０００千円 

（２回目）    ７００千円 

（３回目）    ３００千円 

 
  



別表第３（第７条関係） 
１ 補助条件 

補 助 条 件 

（１）商店街等は、補助金を補助事業以外の事業に使用してはならない。 
（２）商店街等は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、補助金の交

付申請の全部又は一部を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日か

ら１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出しなければならない。 
（３）区長は、次に該当する場合には、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すこ

とがある。 
ア 区長に提出した書類に虚偽の記載があったとき。 
イ 補助事業が実施できないと認められるとき。 
ウ 補助金を他の用途に使用したとき 
エ その他、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件若しくは補助金の交 

付決定に基づく命令に違反したとき。 
（４）商店街等は、補助事業が当該年度内に完了することができないと見込まれるとき、

又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかにその理由及び状況を書面により

区長に報告し、その指示を受けなければならない。 
（５）商店街等は、補助事業の内容について変更し、又は中止しようとするときは、あ

らかじめ区長の承認を受けなければならない。 
（６）商店街等は、補助事業が完了したときは、速やかに東京都北区商店街にぎわい再

生プロジェクト推進事業補助金実績報告書を区長に提出しなければならない。 
（７）区長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに

係る部分に関し、商店街等に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還

を命ずる。 
（８）区長は、商店街等に交付すべき補助金の額が確定した場合において、その額を超

える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。 
（９）商店街等は、補助事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書類を

整理し、かつ、これらの事業が完了した日の属する会計年度の終了後、５年間保存し

なければならない。 
（１０）商店街等は、区長が補助事業の運営及び経理等の状況について検査を求めた場

合、又は補助事業について報告を求めた場合はこれに応じなければならない。 
（１１）商店街等は、同事業により取得した資産等について、その台帳を設け、その保

管状況を明らかにするとともに、補助事業の完了後においても、十分な注意をもって

管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

 


